
        公社等外郭団体の改革方針（案） 

団体名 (財)千葉県環境財団 所管所属名 環境生活部環境政策課 

事
業
内
容 

 自然環境の保全，再生及び活用のための事業を行うとともに，大気汚染，水質汚濁

等の公害の発生を防止し，環境保全に関する調査研究及び知識の普及啓発を図り，健

康にして豊かな郷土の建設に寄与することを目的とする。 
【主な事業】 

・環境再生基金事業  ・普及啓発事業 ・地球温暖化防止活動推進センター事業 
・エコアクション２１地域事務局運営事業 ・調査・分析事業 
・環境監視測定局保守管理事業 ・地質環境事業 ・環境システム事業 
・浄化槽関連事業  など 

財
務
状
況 

年度（単位：千円） H20 H21 H22 

貸
借
対
照
表 

総資産 2,203,009 2,064,069 2,032,381 

負債 825,454 714,489 764,501 

資本 1,377,555 1,349,580 1,267,880 

累積損益 △67,597 △79,954 △ 140,383 

損
益
計
算
書 

総収入 1,050,446 945,824 879,586 

経常損益 25,568 △12,358 △ 60,430 

当期損益 25,568 △12,358 △ 60,430 

減価償却前当期損益 53,399 18,123 △ 26,942 

 借入金残高 600,000 480,000 520,000 
県
財
政
支

出 

委託料 401,464 420,025 298,007 
補助金・負担金 23,134 21,817 23,844 
その他 0 0 0 

団
体
の
必
要
性 

県
関
与
の
必
要
性 

（団体の必要性） 
・ 千葉県環境財団は，環境に関する幅広い分野において専門的知識を有する職員が

多数在籍しており，県の環境行政の補完的な業務を行える団体である。 
・ 環境行政の推進に当たっては，県内の住民・NPO・企業・市町村と連携が不可欠

であるが，千葉県環境財団は，県下全域にわたる取組みが必要な地球温暖化防止活

動推進センターの運営や環境学習事業を適切に実施できる団体である。 
・ 千葉県環境財団に設置されている環境再生基金は，千葉県の自然環境の保全・再

生や廃棄物の不法投棄対策などに重要な役割を果たしている。         
（県関与（人的・財政的）の必要性） 
・ 千葉県環境財団は，県の環境行政を補完する立場にあり，公共福祉の増進に寄与

すべく事業を実施しているが，多様化，複雑化する環境問題に的確に対応するとと

もに，高い公共性，公益性を維持するためには県の一定の関与が必要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１４ 



過
去
の
見
直
し
方
針 

分類 関与縮小 

県依存型経営から自立型経営への移行 
・ 累積赤字の解消 

平成１８年度に累積赤字を解消し，（公益的事業、収益的事業を合わせて），単年

度黒字を確保しつつ，今後の施設更新投資等に対応できるよう，内部留保資金の確

保に努める。 
・ 受注の確保 

営業強化を図り，新規事業を開拓し，積極的に受注を確保していく。 
・ 人件費の削減、経費の抑制 

引き続き経営合理化を図り，人事考課制度と給与体系の連携を強めることによる

人件費の削減及び経費の抑制に努める。 
・ 組織・人員の見直し 

業務量に応じた組織・人員体制とするため，現在の業務量を検証するとともに，

今後の業務量の状況を推計し，組織・人員の見直しを行う。 
・ 公益法人新制度の検討 

速やかに累積赤字を解消し，県依存型から自立型経営へ転換を図り，公益法人新

制度への移行を検討する。 

現
在
ま
で
の
取
組
状
況 

平成２０年３月に経営改善５ヵ年計画（第２次）を策定し，経営改善に向けた取組

みを進めている。 
○ 人員の削減（１４年度→２２年度） 

常勤役員△ １名（３→２）   うち県 OB△２名（３→１） 
常勤職員△１７名（５６→３９） うち県派遣△６名（６→０） 

○ 人件費の削減等（１４年度→２２年度） 
 役員報酬 １２％減 ＋ １０％減 
 職員給与 １０％減 ＋ １．５～１０％減 
 職員賞与支給率  平成 20・21 年度 3.0 ヶ月 平成 22 年度 2.5 ヶ月 

○ 新規事業の展開 
・ 民間企業からの寄付金を原資とした自然環境保全活動への助成の実施 
・ 土壌調査，温泉成分分析，飲料水検査等の開拓 
・ 「千葉県いすみ環境と文化の里センター」の指定管理者事業を受託(２１年度～) 

役
職
員
の
状
況 

常勤役員   14 ３名⇒ 23 ２名 
 うち県ＯＢ 14 ２名⇒ 23 １名 
 うち県派遣 14 １名⇒ 23 ０名 

常勤職員   14 ５６名⇒ 23 ３９名 
 うち県ＯＢ 14  ０名⇒ 23  ０名 
 うち県派遣 14  ６名⇒ 23  ０名 

課
題 

・ 累積赤字の解消 
・ 環境に関する各種調査・分析業務の効率化及び施設整備による質の向上 
・ 運転資金の安定（短期借入金の削減）に向けた安定的事業収入の確保 
・ 公益法人の新制度への移行 

今
後
の
改
革
方
針
（
案
） 

分類 経営改善 
・ 経営改善５ヵ年計画（第２次）を踏まえ，引き続き経費の削減，経営の安定化を

図る。（計画期間：H２４年度まで） 
・理事長報酬及び職員給与の削減の維持 
・損益分岐点の分析･評価による主要業務のコストダウン 
・組織並び人員配置の適正化 

・ 民間企業からの寄付金を原資とした自然環境保全活動への助成など，引き続き新

規事業の展開を図る。 
・ 引き続き受託事業の受注の確保に努めるなどし，累積赤字を解消し，単年度黒字

を確保しつつ，経営基盤の健全化に努める。 
 


